
 

   

  

  

                                                   

 

 

非上場株式（以下「自社株」といいます。）については、真の株主は誰かについて税務署と争いになることがあります。 

自社株の真の株主の判定については、以下のような契約書や議事録などを基に判断されるものと思われます。 

① 株式取得資金の出捐者 

② 株式申込証に押印されている印章 

③ 贈与契約書の有無 

④ 株式譲渡制限会社の場合には、譲渡承認機関の承認及び議事録 

⑤ 贈与者又は受贈者の財産債務明細書 

⑥ 法人税の申告書（別表2「同族会社等の判定に関する明細書」）記載の株主と株式数 

⑦ 相続・贈与における「取引相場のない株式（出資）の評価明細書」の株主名簿 

⑧ 株主総会議事録（出席株主数や議決権数） 

⑨ 株券発行会社の場合、株券の名義人 

⑩ 株主の管理運用、株主として権利行使は誰が行ったか 

⑪ 配当金の授受及び所得税の確定申告 

⑫ 登記申請の添付資料としての「株主リスト」 

配当金収入について配当所得の確定申告をし、株式の異動が毎期同社の法人税の申告書に記載され、それについて所轄税務署長の是正の指導がなかったとしても、 

株式の帰属について調査がなされ、その調査によってその株式が誰に帰属するとの結果が所轄税務署長から示されたわけではないときは、そのことのみをもって真の 

株主を判断することにはなりません（平成11年3月29日裁決）。 

● 自社株の所有者の判定 

 会社法105条は、株主の権利として、①剰余金の配当を受ける権利、②残余財産の分配を受ける権利、③株主総会における議決権を定めています。 

 課税庁と名義株式について争いになった場合に、名義人の株主が株主としての権利行使をしているかとの指摘を受けることがあります。 

 この場合に、名義人の株主が配当金を受け取って所得税の確定申告をしている行為は株主としての権利の行使ではありますが、そのことのみをもって真の株主の判定 

にはなり得ません。 

 そこで、配当金の所得税の確定申告だけでなく、株主総会での議決権の行使（ハガキによる議決権の行使を行い、ポスト投函しておけば消印が付されます。）を毎年実行し、 

その株主が株式を名義人自ら管理・運用している事実を積み上げておくことが肝要です。 

                                                                （文責：山本和義） 
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3分で分かる 相続対策のキモ（肝） ～その28～ 

自社株の所有者の判定  


